
　

１．医療機関との機能分化・連携の推進

２．不採算医療・政策医療の提供

３．がん治療の質の確保・向上

４．高度で先進的な医療の提供

５．医療従事者の育成

○経営状況の推移（平成18年度診療報酬マイナス改定やクリ
ティカルパスの推進による平均在院日数の短縮などにより、直
近２年間では悪化傾向）

　市立札幌病院　新パワーアッププラン《概要版》

　Ⅰ　プラン策定の背景

１　市立札幌病院の経営状況

２　一般会計からの繰入金の状況

　総務省の繰出基準を踏まえて、救急医療や周産期医療などや
病院施設の建設・改良に伴う企業債元金償還金など、約45億8
千万円繰り入れている。

３　これまでの経営改善への取り組み

　「市立札幌病院のあり方に関する懇話会」の答申を受けて、
「市立札幌病院パワーアッププラン」、「市立札幌病院中期経
営計画」を策定し、経営健全化に取り組んでいる。

４　パワーアッププランと中期経営計画の進捗状況

　パワーアッププランでは、周産期医療体制の拡充強化や電子
カルテを中心とした総合医療情報システムの導入など、掲げた
取り組みは、概ね実施、達成されている。
　また、中期経営計画（平成19年度）では、一般会計繰入金や
企業債残高について計画どおり縮減を図っているほか、長期借
入金の解消についても計画どおり行い、掲げた計画目標は順調
に達成している。

５　市立札幌病院改革プランの策定の趣旨

○総務省の公立病院改革として、平成20年度中に「公立病院改
革プラン」を策定することが求められている。

　パワーアッププランや中期経営計画は、有識者で構成す
る「あり方懇話会」の答申を受けて策定したものであり、
当院の果たすべき役割や経営計画の方針等は、今後も継承
することが適当であると考える。
　したがって、総務省の公立病院改革ガイドラインを踏ま
えてパワーアッププランを改定したものを「市立札幌病院
新パワーアッププラン」とし、これを「公立病院改革プラ
ン」と位置付ける。

　Ⅱ　プラン策定への取り組み

１　札幌市営企業調査審議会における審議

　学識経験者、経営者層、民間病院経営者、公募委員などの計
10名から構成される病院部会を設置し、改革プランの原案につ
いて審議した。

２　市立札幌病院改革対策本部の設置

　病院局内に病院事業管理者を本部長として経営層で構成する
「市立札幌病院改革対策本部」を設置。また、作業部会とし
て、経営管理室長、副院長、理事をリーダーとする６つのプロ
ジェクトを設置。

３　プラン策定にあたっての４つの視点

①役割の明確化（公立病院としての果たすべき役割を見直し、
改めて明確化すること。また、当該役割を踏まえ、一般会計が
負担すべき経費の範囲や算定基準を明確に設定すること。）

〈ガイドラインで求めること〉

４　計画期間及び進行管理 ○計画期間　平成21年度から平成23年度（2009～2011年度）までの３年間

１　当院を取り巻く医療圏の概況

○札幌市には、多くの公的・民間病院が
存在しており、充実した医療供給体制と
なっている。

○当院は二次医療圏の中核医療機関とし
て、札幌市内のほか、他市町村からの患
者も受け入れている。

○三次医療圏においては、道央三次医療
圏の中核医療機関として、救命救急セン
ター（三次救急）や総合周産期母子医療
センターの指定を受けている。

２　公立病院としての今後果たすべき役割

○３１科の診療科を有する市内有数の総合病院の利点を生かし、新
生児から高齢者まで複数の疾患を持つ患者さんに対して、専門性の
高い医療従事者による標準化された良質で高度な医療を将来に亘り
安定的に提供すること。

○資金の状況（平成19年度末で約29億6千万円の残額がある
が、次期診療報酬改定や医師不足の影響などにより予断を許さ
ない状況であり、今後も経営環境は厳しい状況が続く）

○パワーアッププランで掲げる取り組みや中期経営計画で掲げ
た財務目標は概ね実施、達成されているが、７対１看護やＤＰ
Ｃの導入といった計画策定時には予定していなかった新たな取
り組みにより、既存計画の策定時における収支の前提条件が大
きく変わっていることからも、早期に新しいプランを策定する
必要がある。

②経営の効率化（平成21年度からの３年以内に「経常黒字」を
達成すること。）

④経営形態の見直し（地方公営企業法全部適用で所期の効果が
達成されない場合は、地方独立行政法人化など、更なる経営形
態の見直しに向けて取り組むことが適当であること。）

③再編・ネットワーク化（病院間での機能の重複・競合を避
け、相互に適切な機能分担が図られるよう、診療科目等の再編
成に取り組むこと。）

○進行管理　市立札幌病院改革対策本部で行う。

３　一般会計における経費負担の考え方

○札幌市の「中期財政見通し」において、平成22年度
には306億円の収支不足が生ずる見込みであり、一般
会計からの繰出金を縮減することが求められている。

○不採算医療や政策医療、高度医療の提供に伴う収支
不足の補填、病院建設・改良等に伴う企業債元利償還
金の一部負担等を主体として、引き続き一般会計にお
いて経費の負担が必要である。

■主な項目と経費負担の考え方　※【　】内は考え方
　①精神病院の運営に要する経費【精神病院（静療院）の収支差引不足額】
　②救急医療の確保に要する経費【救急医療部門の収支差引不足額】
　③高度・特殊医療に要する経費
　・未熟児収容部門の医療に要する経費【未熟児収容部門の収支差引不足額】
　・周産期医療に要する経費【標準出産入院単価と管理妊婦入院単価の差額】
　④企業債償還元金・支払利息に要する経費
　【病院の建設や改良、医療機器購入等に充当した企業債償還元金・支払利息の一部】

　Ⅲ　役割の明確化

※　各年度の繰入金については経費負担の考え方も含め今後も一般会計と協議していく

○北海道が策定した新たな医療計画の中では、市立札幌病院は４疾
病５事業に取り組む医療機関として位置づけられているが、特に救
急や周産期、災害医療などについては、多くの診療科が関与する必
要があり、札幌市内はもとより二次・三次の医療圏域における住民
の命を守る最後の「砦」としての役割を果たしていくこと。

※　機構見直しにより、平成21年4月以降は32診療科となっている。



　Ⅳ　経営効率化に係る計画

１　経営指標に係る数値目標について

（１）財務目標に係る数値目標について

（２）医療機能の確保に係る数値目標について

○周産期医療体制の拡充
　（ＮＩＣＵの増床　※６床増床　計15床）
　→ハイリスク妊婦の受け入れ体制を一層強化【21年度】

（１）診療体制の強化及び病棟機能の再編

○診療科の連携・センター化
　（脳神経センター、子宮脱センターの設立、その他セン
ターの検討【循環器センター、消化器センターなど】）
　→複数の診療科による集学的治療を行い、効率的に治療
ができる体制を整備するため
  【21年度。その他のセンター化は23年度までに実施】

２　経営効率化のための具体的な取り組み

○精神科医療の再編
　①静療院成人部門の本院統合による精神科身体合併症患
者への対応
  →市内の精神科医療は量的には充実しているが、多くは
精神科単科病院であり、身体合併症を持った精神科患者に
対応できる病院は不足しているため【23年度】
　
　②静療院児童部門の一般行政病院化に向けた検討
　→当部門は特に採算性が低い分野であり、経済性の発揮
が求められる公営企業としての努力には限界があるなか
で、単なる医療の提供にとどまらず、保健・福祉・教育と
一体となって子供の心の健康増進を図るため
　【22年度までに検討】

○病床数の見直し
　（本院一般病床の減少　※△75床程度減少　見直し後の
予定病床数：735床程度）
　→現状を踏まえ適正な病床数に見直し、病床の有効活用
を図るため【22年度】

（２）収入増加・経費節減

○入院時医学管理加算の算定
　（平成20年度の診療報酬改定で新設された当該加算の算定
を目指す）
　→地域医療機関との連携を推進しつつ、増収を図るため
　　【21年度】

○自主料金見直しの検討
　（助産料 《112,000円→156,000円予定》、新生児調乳等介添料
《5,000円→10,000円予定》、非紹介患者初診加算額 《1,050円→2,100
円予定》、文書料の見直し 《現在上限 文書料Ｅ5,250円→文書料Ｆ
7,350円を新設し、その他文書料ＢからＥも見直し》　等）
　→診療コスト等に見合った適切な患者負担を求め、増収を
図るため【21年度】

○ジェネリック医薬品への移行
　（年間20品目程度を目標に移行）
　→患者負担の軽減と薬品費の節減を図るため
  【毎年度実施】

○入札・契約方式の見直し
　（電子入札の導入、医療材料費の縮減の検討）
　→調達方法の一層の透明性向上、医療材料費等の縮減を図
るため【21年度】

○委託業務の一括発注
　（施設管理、清掃等の委託業務を集約し、一括発注する）
　→集約化による委託経費の節減を図るため
  【22年度】

（３）勤務環境の整備等

○医師の勤務環境改善
　①救命救急センター、産婦人科、新生児科などへの医師
の確保・増強　※計10名
　②医療秘書の増員　※5名増員し、計16名の予定
　→医師の勤務環境充実・事務負担の軽減を図るため
　【21～23年度随時】

○専門性の高い病院事務職員の確保・育成
　（任期付職員・病院独自職員の検討）
　→民間経営ノウハウを導入するとともに、専門性の求め
られる医事業務を安定的に遂行していくため【22年度まで
に検討】

○患者満足度調査の継続実施【毎年度実施】
　→意見、要望を把握・分析し、サービス向上に繋げるため

（４）患者サービス

○患者アメニティの向上（患者用図書室等の設置）
　→外来等の待ち時間の有効活用など【21年度】

○広報・広告活動の充実（診療内容等の小冊子を作成、外
来患者さんや地域の医療機関などに提供等）
　→市民の受診機会拡大、地域医療機関との連携強化を図
るため【21年度】

（５）経営の効率化

○手術室運用体制等の見直し（手術部長の設置、手術室１室
あたりの看護師配置数の見直し等）
　→手術室の運営や物品管理を効率的に行うため【21年度】

○経営管理の強化（疾病別原価計算、目標管理制度の導入）
　→原価管理の徹底、目標の進捗管理を図るため【22年度】

※【　】内は実施予定年度

（注）病床利用率及び平均在院日数には救急を含まない。

指　標 19年度 21年度 22年度 23年度

 紹介率 31.7% 40% 45% 50%

 逆紹介率 24.8% 40% 50% 60%

 救急患者受入数 1,110件 1,200件 1,300件 1,300件

 周産期母体搬入数 110件 140件 140件 140件

 がん患者受入数 1,550件 1,650件 1,700件 1,700件

 がんに関する手術件数 959件 900件 900件 900件

 腎移植手術件数 34件 43件 46件 50件

 臨床研修医受入数 49人 50人 50人 50人

 クリティカルパス使用率 65.6% 60% 65% 70%
医療の質・標準化
に係る数値項目

項　目

不採算医療・政策
医療の提供

がん治療の質の確
保・向上

高度で先進的な医
療の提供

優れた医療従事者
の育成

地域医療機関との
機能分化・連携推
進

指　標 19年度 21年度 22年度 23年度

 病床利用率
　　（本院・一般病床）

84.7% 81.3% 79.4% 90.0%

 平均在院日数
　　（本院・一般病床）

15.9日 15日以内 15日以内 15日以内

 経常収支比率（本院） 95.3% 96.3% 95.6% 97.5%

 職員給与費対
　　医業収益比率（本院）

53.4% 54.4% 54.8% 54.9%

 材料費対
　　医業収益比率（本院）

31.1% 27.1% 27.1% 26.5%

 単年度資金収支 22百万円
　103
　　百万円

　△79
　　百万円

　222
　　百万円

 繰入金対経常収益比率 15.7% 15.0%以下 15.0%以下 15.0%以下

 企業債残高 300億円 267億円 257億円 240億円

項　目

業務の効率化

経常収支の改善

単年度資金収支の
黒字確保

一般会計繰入金の
縮減

企業債残高の縮減



【収支計画】

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 H20→23

（予算） （計画） （計画） （計画） （参考） （参考） 増減額

収 益 的 収 入 21,400 21,435 21,169 21,075 20,688 20,623 △ 325

収 益 的 支 出 22,289 22,152 22,028 21,569 20,640 20,590 △ 720

（減価償却費） 1,673 1,670 1,701 1,751 1,121 1,035 78

経 常 損 益 △ 897 △ 723 △ 865 △ 500 42 27 397

純 損 益 △ 889 △ 717 △ 859 △ 494 48 34 395

　（注）　四捨五入により差引数値が合わない場合がある（以下同じ）

（参考）減価償却費対医業収益比率（本院）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

（予算） （計画） （計画） （計画） （参考） （参考）

減 価 償 却 費 対
医 業 収 益 比 率

8.9% 8.9% 9.2% 9.3% 6.2% 5.7% 5.7%

　（注）　病院平均は700床以上の黒字病院の数値である。

　　　（出典）　（社）全国自治体病院協議会「平成19年度病院経営実態調査報告」

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 H20→23

（予算） （計画） （計画） （計画） （参考） （参考） 増減額

資 本 的 収 入 1,978 2,017 2,337 1,882 2,157 1,990 △ 96

資 本 的 支 出 2,808 2,963 3,354 3,019 3,133 2,996 211

差 引 △ 830 △ 946 △ 1,017 △ 1,136 △ 975 △ 1,006 △ 306

当年度分資金残 42 103 △ 79 222 295 162 180

年 度 末 資 金 残 2,999 3,102 3,023 3,245 3,540 3,702 246

一般会計繰入金 4,535 4,589 4,525 4,521 4,190 4,181 △ 14

企 業 債 残 高 28,788 26,748 25,714 24,044 22,806 21,259 △ 4,744

区　分

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区　分

区　分
病院
平均

項 目 効果額 備 考 

入院時医学管理加算の算定 

自主料金の見直し 

ジェネリック医薬品の導入 

委託業務の一括発注 

147百万円 

65百万円 

14百万円 

7百万円 

収益額 

収益額（分娩料、新生児調乳等介添料等） 

費用減 

費用減 

◎収支見通しの策定条件
　①患者数
　　○本院（入院）現状維持を基本。病床利用率は、病床数の見直しや静療院の本院統合を見据えて、統合後は90％を目指す。
　　　　　（外来）地域医療機関への逆紹介の推進に伴う減少を見込む。
　　○静療院
　　　・成人部門：（入院）本院統合に向けて、22年度は患者数の減少を見込み、本院統合後の精神病床も利用率90％を目指す。
　　　　　　　　　（外来）当面は現状で推移
　　　・児童部門：入院・外来とも現状で推移
　②診療収益　ＤＰＣや7対１看護体制の導入に加え、入院時医学管理加算の算定効果により、入院収益単価の改善を見込む。
　　　　　　　このほか、自主料金の改定効果などによる収益向上に努める。
　③職員給与費　医師や医療秘書の増員などによる医師負担の軽減や、診療体制に適応した人員配置を確保する経費を見込む。
　④材料費　　ジェネリック医薬品の導入効果を見込む
　⑤経費　ＥＳＣＯ事業の継続実施や委託業務の一括発注等により施設維持管理費及びその他業務経費の節減に努めるほか、

　　　　本院の計画修繕、静療院再編に伴う運営経費の削減や施設整備などを見込む。

３　各年度の収支計画

（１）収支計画

（２）主な取り組みの効果額（単年度）

１　都道府県医療計画等における今後の方向性

２　市立札幌病院における対応

　北海道が策定した「自治体病院等広域化・連携構想」においては、市立札幌病院は第三次医療圏内の中
核医療機関としての役割を既に果たしており、引き続き機能を維持することが期待されている。

○ガイドラインでは、都心部において、複数の病院が多数立地し、相互の機能が重複、競合している場合
は、当該病院の果すべき機能を厳しく見直すことが求められていることから、身体合併症をもった精神科
患者に対応できる民間医療機関が不足している実態を踏まえ、静療院の成人部門を本院へ統合し、総合病
院の利点を活かして、精神科身体合併症患者への対応を中心とした高度・特殊な精神科医療の提供を目指
していく。

　Ⅴ　再編・ネットワーク化に係る計画

○今後、札幌市で独自の医療計画が策定される予定であることから、その機会を捉えて、公立病院として
期待される機能を調査・把握し、必要に応じて当院の機能や診療科目等の再編を検討する。

　Ⅵ　経営形態見直しに係る計画

当院は、①地方公営企業法の全部適用により、一定の経営改善効果を生み出していること。
        ②地方公営企業法の全部適用へ移行して、３年目となる間もない状況であること。
        ③地方独立行政法人化とする場合には、多額な財政負担が必要となるが、現在の経営状況で財源
        の捻出が不可能であること。また、早期に実現する場合は、市の財政（一般会計）に相当の負担
        を求めることとなり困難が予想される。

　Ⅶ　プランの点検・評価・公表について

○平成21年度以降、毎年２回程度「札幌市営企業調査審議会」の病院部会を開催し、改革プランの取組状
況の点検・評価を行う。

○また、この評価結果を踏まえて、プランの内容の見直しが必要となった場合においても、適時、当該部
会において審議し、意見等を反映させていく。

○さらに、改革プランの進捗及び達成状況については、病院部会における点検・評価後速やかに院内に掲
示し、市立札幌病院ホームページ等において公表する。

24年度に黒字転換

　現時点では、現行の経営形態を変えることなく、全部適用のメリットを最大限に活かして、この改革プランの取

り組みを積極的に推進していきながら、一層の経営改善を図っていきたいと考える。

　なお、他の経営形態への移行については、今後、各年度に行う点検・評価の結果を踏まえ、収支状況や将来

の病院運営を見定めるとともに、他の経営形態の導入成果も検証しながら検討していく。

①

②

③

④

⑤

⑥


